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 （総則） 

第１条 県は、森林の適正な保全並びに林業及び木材産業の振興を図るため、市町村、森林組合その

他知事が適当と認めるものが行う事業のうち必要と認めるものに要する経費に対し、予算の範囲内

で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県

規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 （補助対象事業等） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び経費（以下「補助対

象経費」という。）、補助金の額並びに補助事業者は、別表第１に掲げるとおりとする。 

２  地方債が充当される事業については、地方債を充当した後の市町村負担額に対し、補助金を交付

する。 

 

 （欠格事由） 

第３条 前２条の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助事業者となることができない。 

一 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。次号にお

いて「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）  

二 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

三 役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有す

る者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する権限を代行し得る

地位にある者を含む。）をいう。以下同じ。）を、法人以外の団体にあっては代表者、理事その他

法人における役員及び使用人と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者及びその使用人

をいう。以下同じ。）が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与してい

る個人又は法人その他の団体（以下この条において「法人等」という。）  

四 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又は法人等  

五 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過

しない者をいう。）を利用している個人又は法人等  

六 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人等  

七 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いる個人又は法人等 

八 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であるこ 

とを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用して

いる個人又は法人等 

 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金交付申請書の様式は、別表第１交付申請書の欄に特段の定めがある場合を除くほか、

別記第１号様式のとおりとする。 

２ 補助金交付申請書には、次の各号（森林整備事業（森林作業道整備事業（森林経営計画に基づい

て行うものを除く。）を除く。第３項において同じ。）、森林管理路緊急整備事業、作業道防災機能



強化事業、森林作業道グレードアップ事業、未利用端材等利用拡大推進事業及び白山林道管理運営

支援事業にあっては、第２号を除く。）に掲げる書類を添付しなければならない。  

  一 別表第１の補助対象事業の区分に応じ、同表交付申請書の欄に掲げる書類 

 二 収支予算書（別記第２号様式） 

 三 補助対象事業の実施につき許可又は同意を要するものにあっては、これらを証する書類 

 四 その他知事が必要と認める書類 

３ 森林整備事業（更新伐を除く。）、森林管理路緊急整備事業及、未利用端材等利用拡大推進事業

及び白山林道管理運営支援事業にあっては、事業の完了後においても、申請をすることができる。 

４ 補助事業者が補助金交付申請書を提出するに当たって、各事業主体について当該補助金に係る消

費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と

当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合に

は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等

仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

 （交付の条件等） 

第５条 補助金の交付を決定する場合に付ける条件は、規則第６条第１号から第５号までに掲げる事

項のほか、次に掲げる事項とする。 

    一  補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善

   良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運用を

     図ること。 

    二  前号の財産のうち、１件当たりの取得価格又は効用の増加額が５０万円以上の財産であって、

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」とい

う。）に定められているものについては、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間（大

蔵省令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定める期間。以下同じ。）内において、

知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供しないこと。 

    三 前号の知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があったときは、当該収入の全部又

は一部を県に納付させることがあること。 

    四 補助対象事業を完了し、又は中止し、若しくは廃止した場合において、当該補助対象事業によ

り取得した工事材料その他物件が残存するときは、遅滞なく、品目、数量及びその金額を知事に

報告し、その指示を受けること。 

 五 間接補助金を交付する場合にあっては、間接補助事業者が第３条各号のいずれかに該当すると 

きは、間接補助金を交付しないこと。 

六 間接補助金の交付に際しては、間接補助事業者に対し、次に掲げる条件を付けること。 

     ア 間接補助金を他の用途に使用し、その他間接補助事業に関して間接補助金の交付の決定の内

容若しくはこれに付けた条件又は規則若しくはこの要綱に違反したときは、当該間接補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消し、及び既に交付した間接補助金の全部又は一部の返還を

命ずることがあること。 



   イ 間接補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従物並びに１件当た

りの取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器具をいう。）については、大蔵

省令に定める耐用年数に相当する期間を経過するまで、補助事業者の承認を受けないで間接補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しないこと。 

 七 その他知事が必要と認める事項 

２ 規則第６条第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、別表第２に掲げる変更以外の変更と 

する。 

３ 規則第６条第１号から第３号までの承認を受ける場合の申請書は、別記第３号様式のとおりとす 

る。 

 

 （申請の取下げ） 

第６条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができるのは、補助金の交付の決定

の日から１５日以内とする。 

 

 （状況報告等） 

第７条 補助事業者は、補助対象事業（別表第３に掲げる事業を除く。以下この項において同じ。）

に着手したとき（間接補助事業の場合は、間接補助事業の着手の報告を受けたとき）は事業着手届

（間接補助事業の場合は、事業着手報告）（別記第４号様式）を、補助対象事業が完了したとき（間

接補助事業の場合は、事業完了の報告を受けたとき）は事業完了届（間接補助事業の場合は、事業

完了報告）（別記第４号様式）を知事に提出し、別に知事が定めるところによりその確認を受けな

ければならない。 

２  知事は、必要と認めるときは、補助事業者に対し、補助金の交付決定のあった日の属する年度の

１２月３１日現在における事業遂行状況報告書（別記第５号様式）の提出を求めることができる。 

 

  （実績報告） 

第８条 実績報告書の様式は、別表第１実績報告書の欄に特段の定めがある場合を除くほか、別記第

６号様式のとおりとする。 

２ 実績報告書には、次の各号（別表第４に掲げる事業にあっては第１号、森林整備事業（森林作業

道整備事業（森林経営計画に基づいて行うものを除く。）を除く。）、森林管理路緊急整備事業、未

利用端材等利用拡大推進事業及び白山林道管理運営支援事業にあっては第２号を除く。）に掲げる

書類を添付しなければならない。 

  一  補助金精算書（別記第７号様式（災害復旧事業にあっては、別記第８号様式）） 

  二  収支決算書（別記第９号様式）  

  三  事業実績書（別表第１の補助対象事業の区分に応じ同表実績報告書の欄に掲げる書類） 

  四  その他知事が必要と認める書類 

３  実績報告書の提出期限は、補助対象事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）の日から起

算して２０日を経過した日（補助対象事業の完了後に補助金交付申請書を提出した場合は、交付決

定の日から起算して２０日を経過した日）又は当該完了の日の属する年度の翌年度の４月５日のい

ずれか早い日までとする。ただし、補助金の全額を概算払により交付された場合にあっては、当該

補助金の交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月３０日までとする。 



４ 第４条第４項ただし書の規定の適用を受けて交付申請した補助事業者は、実績報告書を提出する

に当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、別記第１０号様

式を添付し、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

５ 第４条第４項ただし書の規定の適用を受けて交付申請した補助事業者は、実績報告書を提出した

後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定し

た場合には、その金額（前項の規定により減額した場合には、その金額を減じた額を上回る部分の

金額）を別記第１０号様式及び別記第１１号様式により速やかに知事に報告するとともに、知事の

命令を受けてこれを返還しなければならない。 

６ 前項の規定による報告は、実績報告書を提出した日の属する年度（当該補助金に係る消費税等仕

入控除税額が確定していない場合にあっては、当該年度の翌年度）の６月１５日までに行うものと

する。 

 

  （補助金の交付方法及び補助金交付請求書） 

第９条 知事は、特に必要があると認めるときは、補助金の概算払又は前金払をすることができる。 

２  補助金交付請求書の様式は、別記第１２号様式（概算払又は前金払の場合にあっては、別記第１

３号様式）のとおりとする。 

３ 概算払又は前金払の場合における補助金交付請求書には、補助金請求内訳書（別記第１４号様式）

を添付しなければならない。 

 

 （暴力団の排除） 

第１０条 規則第４条の規定による申請があった場合において、当該申請をした者が第３条の規定に

該当するときは、知事は、その者に対して、補助金の交付をしないものとする。 

２ 知事は、規則第５条の規定による交付決定をした後において、当該交付決定を受けた者が第３条

の規定に該当することが明らかになったときは、規則第１７条第１項の規定により、補助金の交付

決定を取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、既に補助金が交付されているときは、知事は、規則第１８条の規定により

補助金の返還を命ずるものとする。 

 

  （財産処分の制限等） 

第１１条  規則第２１条第２号に規定する知事の定める機械及び重要な器具は、１件当たりの取得価

格又は効用の増加額が５０万円以上の機械及び器具とする。 

２  規則第２１条ただし書の知事が定める期間は、大蔵省令に規定する期間のほか、農林畜水産業関

係 補助金等交付規則（昭和３１年農林省令第１８号）別表に掲げる期間とする。 

３  補助事業者が規則第２１条の規定により承認を受け財産を処分したことにより収入があったと

きは、知事は、その交付した補助金の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

  （書類、帳簿等の保存期間） 

第１２条 規則第２２条に規定する書類、帳簿等の保存期間は、補助対象事業の完了の日の属する年

度の翌年度以後５年間（当該補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産の処分の制限を

受ける期間が５年を超える場合にあっては、当該期間）とする。 



 

  （書類の提出部数等） 

第１３条  この要綱に基づき提出する書類の部数は、正副各１通とする。 

２ この要綱に基づき提出する書類は、別表第１書類の経由（提出）機関の欄に掲げる機関を経由し

なければならない。 

 

  （事務の委任） 

第１４条  規則第２３条後段の規定により農林事務所長に委任する事務は、別表第５のとおりとする。 

 

  （県の補助により実施した旨の表示） 

第１５条 補助事業者は、補助対象事業が完了したとき、又は当該補助対象事業の実施により一部供

用を開始するときは、当該補助対象事業を県の補助により実施した旨の表示を行うものとする。こ

の場合において、表示に要する経費は、補助金対象経費とする。 

２ 表示の方法及び文言その他必要な事項については、「補助事業の周知及び実績の報告ルールにつ

いて」の細部運用について（平成１５年５月１９日付け農山第２２７号農山村整備局長通知）によ

る。 

 

  （その他） 

第１６条  この要綱に定めるもののほか、補助金に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

     附  則 

１  この要綱は、平成１８年度分の予算に係る補助金から適用する。 

２  岐阜県林業振興等対策事業補助金交付要綱（昭和５７年５月１日付け林政第１４０号）は廃止す

る。 

３  この要綱の制定前に、前項に掲げる要綱若しくは岐阜県農山村整備事業補助金交付要綱（平成１

３年４月１日付け農整第１号）に基づいてなされた平成１７年度の予算に係る補助金についての交

付申請その他の行為は、この要綱の相当の規定に基づいてなされた行為とみなす。 

 

   附  則   

 この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。  

   附 則 

 この要綱は、平成１９年８月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１０月１２日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１１月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年６月１日から適用する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２１年２月９日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年７月９日から施行する。ただし、この要綱中地域協議会に関する規定に係

る部分は、同年５月２９日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年１０月８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年１１月２２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年１２月１６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年１０月６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年度分の予算に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年１１月２２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年３月１３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年５月１６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年５月２４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年１２月５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年３月１９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

    



附 則 

 この要綱は、平成２７年３月１９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成２８年１０月１７日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年 ６月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年 ７月 ９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年１２月２５日から施行する。 

附 則 

 １ この要綱は、令和３年  ２月２５日から施行する。  

 ２ 改正前の本要綱に基づき実施された事業については、なお従前の例によるものとする。 

附 則 

 この要綱は、令和２年度分の予算に係る補助金から適用する。ただし、様式に係る部分は、

令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。 

附 則  

 この要綱は、令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。  

附 則  

 この要綱は、令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。  

附 則  

 この要綱は、令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。  

附 則  

 この要綱は、令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。  

   附 則  

 この要綱は、令和４年度分の予算に係る補助金から適用する。  

附 則  

 この要綱は、令和４年度分の予算に係る補助金から適用する。  



附 則 

 この要綱は、令和４年度分の予算に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年度分の予算に係る補助金から適用する



別表第１（第２条関係） 

 

２１ 林業労働力対策費補助金 

補 助 対 象 事 業 補助対象経費 補 助 金 の 額 補助事業者 間接補助事業者      交付申請書 実績報告書 
書類の経由 

（提出）機関     

 

２．林業就業促

進総合対策事

業      

 
(6) 林業架線人材
育成・普及事業 
 

 
林業架線技術の研修に係る事業に要する経費 

 
補助対象経費の２分の１以内の額 

 
林業事業体 

  

添付書類は、

林業架線人材

育成・普及事

業実施要領に

定める様式 

 

添付書類は、

林業架線人

材育成・普及

事業実施要

領に定める

様式 

 

所管農林事

務所長 

 

 

別表第２（第５条関係） 

岐阜県補助金等交付規則第６条第１号及び第２号の知事の定める「軽微な変更」以外の変更 

 

区  分 

 

補   助   対   象   事   業 
 

経  費  の  配  分  の  変  更 
 

事  業  の  内  容  の  変  更 

 

２１  林業労働力対策費補助金 
 

２ 林業就業促進総合対策事業 
  

補助対象事業費の２０％を超える増減 

 

備考 別表第１において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

１ 山振  山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により振興山村に指定された地域をいう。 

２ 過疎  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第２条第２項の規定により公示された市町村をいう。 

３ 中核  中核林業振興地域育成事業実施要綱（５１林野計第１６９号農林事務次官通達）に基づき指定された地域をいう。 

４ 農林一体  農林地一体開発林道整備パイロット事業実施計画樹立要綱（５３講改Ｃ第２７１号農林水産事務次官依命通達）に基づき開設される林道をいう。 

５ 水特  水源地域対策特別措置法（昭和４８年法律第１１８号）第４条第３項の規定により決定された水源地域整備計画に基づく林道整備をいう。 

６ 林業関係公社  公益社団法人岐阜県森林公社及び公益社団法人木曽三川水源造成公社をいう。 

７ 県森連  岐阜県森林組合連合会をいう。 

８ 県木連  岐阜県木材協同組合連合会をいう。 

９ 林災協  林業・木材製造業労働災害防止協会岐阜県支部をいう。 

10 林業事業体  森林技術者を雇用して造林、保育その他の森林施業を行う者又はその組織する団体をいう。 

11 知事の定める団体  事業ごとに知事が別に定める団体をいう。 

12 認定事業体  林業労働力の確保の促進に関する法律第５条第３項の規定により知事が計画認定した事業体をいう。 

13 選定経営体  林業経営体の育成について（２９林政経第３１６号林野庁長官通知）５．により知事が選定した事業体をいう。 

14 意欲と能力のある林業経営者  岐阜県意欲と能力のある林業経営者選定・登録・公表要領（平成31年3月28日付け森第890号林政部長通知）に基づき知事が登録

した林業経営者 

をいう。 

15 育成経営体  岐阜県林業経営体に関する情報の登録・公開要領（令和2年3月23日付け森第692号林政部長通知）に基づき知事が登録した林業経営体をいう。 



別表第３（第７条関係） 

事業着手届（別記第４号様式）及び事業完了報告（別記第４号様式）の提出を要しない事業 

21 林業労働力対策費補助金 

 

別表第４（第８条関係） 

補助金精算書（別記第８号様式）の提出を要しない事業 

21 林業労働力対策費補助金 

 

別表第５（第１４条関係） 

農林事務所長への事務委任事項 

補助金又は補助対象事業の種類 事    務    委    任    事    項 

第一 

21 林業労働力対策費補助金（岐阜県林業

就業移住支援事業および林業架線人材

育成・普及事業） 

 

 

(1) 規則第４条に規定する交付申請書の受理 

(2) 規則第５条に規定する交付決定 

(3) 規則第６条第１号から第３号までに規定する

承認 

(4) 規則第６条第４号に規定する報告の受理及び

指示 

(5) 規則第７条に規定する交付決定の通知 

(6) 規則第９条に規定する交付決定の取消し等 

(7) 規則第１１条に規定する状況報告の受理 

(8) 第７条第１項に規定する事業完了届による確

認 

(9) 規則第１２条の規定による遂行命令等 

(10)規則第１３条に規定する実績報告書の受理 

(11)規則第１４条に規定する補助金の額の確定等 

(12)規則第１５条に規定する措置命令等 

(13)規則第１６条に規定する補助金の交付  

(14)規則第１７条に規定する交付決定の取消し 

(15)規則第１８条に規定する返還命令(16)地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第

２項に規定する状況の調査及び報告の徴収 

 

  


